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⚫ 調査の結果、工具の統一化、前進基地となる用地確保等に向けた関係機関への働きかけやデジタル化を含
む災害対応の実効性を高める取組について、課題や要望等が明らかとなった。

⚫ このため、災害時連携計画の策定と並行的に実態把握していく予定。

一般ガス導管事業者に対するヒアリング及びアンケート結果※を踏まえた対応案

課題 対応（案）

１．工具等の統一化

• 実態上は大手の応援事業者が被災事業
者の設備に対応した機材を持ち込むため、
復旧作業に大きな影響は生じないものの、
使用する機材が異なる事例が複数存在
することを確認。

• アダプタの導入支援等、日本ガス協会とも
相談しつつ、対応方法を検討。

２．関係機関への働
きかけ

• 災害時に前進基地となる用地確保、応援
事業者の車両燃料確保等に関する国から
関係機関等への働きかけに関する要望あ
り。

• 関係機関等への要請文書（前進基地の
用地確保等）の発出に向けて、引き続き、
内閣府等と調整を重ねていく。

３．デジタル化を含む
災害対応の実効
性を高める取組

• 復旧時間の短縮が見込まれる設備等の
導入を検討しているが、導入費用が高く、
中小事業者にはハードルが高い。

• デジタル化の重要性は認識しているものの、
コスト面等の問題であることから、人材面
の支援や将来的な導入が見込まれるス
マートメーターの導入補助に関する要望
あり。

• 災害対応の実効性を高める取組等、日本
ガス協会とも相談しつつ、対応方法を検討。

• デジタル化については、人材面など既存の
支援策の活用の他、今年度の委託事業の
中で、災害対応も含めたガス事業全体にお
けるデジタル化に向けた調査を実施予定。
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第26回 ガス安全小委員会「都市ガス分野における災害時連携計画の記載項目（案）について」より抜粋、一部修正

※全ての一般ガス導管事業者を対象に、本年3～4月にかけて、応援派遣・受入れに係る課題や国への要望等を確認



⚫ 災害時連携計画の効果を高めることを通じて都市ガス分野における災害対応・レジリエンスを強化することを
目的とし、バルブ開閉器アダプタ、遠隔監視システムの導入を支援するため令和５年度概算要求において、
新規予算として2.0億円を計上。

工具等の統一化及びデジタル化を含む災害対応の実効性を高める取組について

3（掲載URL）https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2023/pr/en/sanho_nenryou_02.pdf



⚫ 都市ガス分野の災害対応では、本支管バルブ、供給管バルブ等の開閉を行うことが必要となるが、バルブの
型式やサイズはメーカーや年代により異なる。

⚫ 災害時の復旧作業の迅速化に向けて、様々な形式のバルブに対応する「バルブ開閉器アダプタ」について、
その導入費用の2/3を補助。

（参考１）バルブ開閉器アダプタについて
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バルブ開閉器アダプタバルブ開閉器

50A 正方形タイプ 長方形タイプ 32Ａ正方形タイプ

開閉操作箇所1.バルブ本体一例

2.バルブ開閉器一例

バルブ開閉器を上記「開閉操作箇所」へ差し入れ、回転させることで、
バルブの開閉操作が可能となる。

T字型のバルブ開閉器（左）の先にアダプタ
（右の棒状のもの）を装着。



⚫ 都市ガス分野の災害対応では、ガバナ（整圧器）を遮断することにより、供給停止の影響を最小限（ブロッ
ク供給停止）に抑えることが可能となる。

⚫ 災害時の復旧作業の迅速化に向けて、ガバナの開閉を自動・遠隔で行うことが可能となる「遠隔監視・制御
システム」について、その導入費用の1/2を補助。

（参考２）遠隔監視システムについて
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ガバナ（整圧器） ガバナの遠隔監視・制御システムのイメージ


